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「持続可能な社会」の実現へ、
「きれいと快適・健康」「環境」を
両立した商品を提供していきます

　平素は弊社製品をご愛顧賜り厚く御礼申し上げます。

　さて世界情勢におきましては、コロナ禍は一旦の収束

を見せるも、国際社会の分断をはじめとした想定外の

変化が多く発生しております。また、アメリカのトランプ

大統領が二期目就任後に発表した相互関税措置は世界

に大きなインパクトを与えており、グローバル経済の先

行きは引き続き不透明な状況が続いております。

　日本国内に目を向けると、４月に開幕した大阪・関西

万博の来場者は９月20日時点約2,315万人に達して

おり、大変高い評価を得ております。万博来場者による

押し上げもあり訪日外国人旅行者数も順調に増加、

９月17日の日本政府観光局発表によると2025年8月の

訪日外国人旅行者数は342.8万人で、8月として初めて

300万人を超えました。複数のシンクタンクが2025年

の訪日外国人旅行者数を4,000万人超と見込んでおり、

この影響もありインバウンド需要が増加し、宿泊施設な

どの新設やリフォームも活況となっています。一方、４月

に改正された建築基準法の4号特例縮小の影響により、

新築住宅着工戸数は減少が見込まれます。また、建築

コスト上昇の影響により、今後は住宅・パブリックいず

れも新築からリフォームへのシフトがさらに加速してい

くことと思われ、リフォーム需要の取り込みがますます

重要になるものと存じます。

　このような外部要因に対応し乗り越えていくには、

変化に対応するスピードが成否を分けると考えておりま

す。弊社としましてはみらい会の皆様と速やかに情報を

共有しながら、スピードを上げて取り組んでまいります。

何卒ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

ＷＩＬＬ２０３０で目指す姿の実現に向けて、
サステナビリティ経営を推進する

　2021年度にスタートした「共通価値創造戦略 ＴＯＴＯ 

ＷＩＬＬ2030」において、2025年度は中間地点です。引き続

き重要課題であるマテリアリティを「きれいと快適・健康」

「環境」「人とのつながり」として、サステナビリティ経営を

推進し、地球環境に負荷をかけずに豊かで快適な未来

社会を実現するとともに、経済的成長の実現を目指します。

　ＳＴＡＧＥ１（2021～2023年度）で米州住設事業とセラ

ミック事業は大きく成長いたしました。ＳＴＡＧＥ２（2024

～2026年度）はこれに加え、経済成長による追い風が

見込めるアジア・オセアニア住設事業や成長軌道に乗り

つつある欧州住設事業の４つを成長セグメントと位置付

FUTURE’s TOP INTERVIEW

ＴＯＴＯ株式会社
取締役 常務執行役員　北崎 武彦
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インタビュー時の
動画はこちら ⇒

経営方針と営業戦略

はじめに



ます。8月には世界に先駆け、日本で新商品「ネオレスト

ＬＳ－Ｗ／ＡＳ－Ｗ」を発売いたしました。新機能「便スキャ

ン」で自動計測した便のデータを、新サービス「ＴＯＴＯ

ウェルネス」（スマートフォン向けアプリ）で確認できる、

健康に寄り添うデイリーウェルネスの新提案です。トイレ

をきっかけに健康への気づきを得る習慣が定着すれば、

トイレという「場」の持つ意味が変わってきます。「ワク

ワクする新たな体験価値をお客様にお届けすること」は

ＷＩＬＬ2030の目指す姿の一つであり、キッチンや浴室へ

の展開も見据えてデイリーウェルネスの可能性をさらに

広げていきます。

　また、ＴＯＴＯは商品使用時のＣＯ₂排出量削減に向け、

さらなる節水や省エネなど環境性能を進化させてまい

ります。たとえば住宅向けウォシュレットでは、内蔵タン

クに貯めたお湯を使う「貯湯式」から、瞬間的に使用す

る水を沸かして適温にする「瞬間式」に順次すべてを切

り替えていきます。８月に発売した「ウォシュレットＳＳ」、

ウォシュレット一体形便器「ＧＧＡ」も瞬間式です。湯切れ

の心配なくお使いいただけるようになるとともに、待機

電力を減らして消費電力を抑えることができ、この結果、

使用中のＣＯ₂の排出量を抑えることが可能となり、環境

性能のさらなる向上に貢献します。

　これらの製品の価値を熱い思いを持ってお伝えする

け、グループ全体の成長を牽引していきます。

　日本住設事業は中国大陸事業とともに、ＴＯＴＯグルー

プ全体を下支えする重要な基幹事業です。引き続きサス

テナブル高付加価値商品の販売と「あんしんリモデル」

の進化、生産性向上のための施策を加速し、事業環境に

左右されない高収益体質への転換を目指します。

サステナブル高付加価値商品の拡販

　サステナブル高付加価値商品はお客様に快適な暮ら

しを提供するだけでなく、商品使用時の水資源削減に

も貢献することで環境価値に貢献いたします。ＴＯＴＯ

製品はお客様に10年、20年と使っていただくものだか

らこそ、お客様に価値を感じていただけるサステナブル

高付加価値商品をご利用いただきたい。そのため引き

続き住宅分野・パブリック分野問わず、きれいで快適・

健康、環境性能を満たす、高付加価値でＴＯＴＯらしい

商品の拡販に努めてまいります。

　ＴＯＴＯトイレの最上位商品「ネオレスト」の累計出荷台数

が、2025年３月に国内・海外合計で400万台を突破しま

した。1993年４月の「ネオレストＥＸ」発売以来、皆様にご

愛顧いただいた結果であり、心から感謝申し上げます。

ＳＴＡＧＥ２では、日々の健康に寄り添う「デイリーウェル

ネス」という新たな体験価値をお客様にお届けしていき
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ＴＯＴＯ株式会社　代表取締役　社長執行役員　田村 信也

　2025年４月に新たに代表取締役社長執行役員に就任致しました。
　新たな体制でも、弊社の創業以来の企業理念を大切にし、社会の発
展に貢献し、水回りを中心とした豊かで快適な生活文化を創造すること
で、世界の人々から信頼される企業を目指してまいります。
　全国のみらい会会員の皆様とより強固な絆を築き、共に発展する関係
を目指してまいりますので、引き続きのご愛顧を何卒よろしくお願い申
し上げます。

就任挨拶



場が全国各地で開催される「みらい市」、そして全国の

ＴＯＴＯショールームです。是非ともご利用・ご活用いた

だきますようお願い申し上げます。

お客様接点での提案力の強化

　ＴＯＴＯは1993年の「リモデル宣言」に始まり、2003年

の「リモデル新宣言」、そして2018年の「リモデルあんし

ん宣言」と、いち早く住宅ストック市場に成長戦略の舵

を切り、以来リフォーム需要の開拓を牽引してまいりま

した。「リモデルをして本当によかった！」という笑顔を増や

していくために、お客様一人ひとりに寄り添い、あんしん

リモデル戦略を進化させていきます。

［あんしんリモデルのさらなる進化］

　住宅分野では「あんしんリモデル戦略」を引き続き推進

し、リフォームに関する疑問や不安を持つお客様に対

して、さまざまな接点機会を通じて真摯に向き合い、

“あんしん”してリモデルの一歩を踏み出していけるよう

サポートしてまいります。リモデル提案の量と質の双方を

高めることで、提案力のさらなる強化を図っていきます。

具体的には、WEBサイトにおいてお客様の関心が高

い情報発信の充実を図るとともに、リモデルサポート

デスクでの相談対応を強化していきます。

　また、ショールームでは提案力と応対品質のさらなる

向上に取り組み、オンライン対応を含めたコンサルティ

ング機会の拡充を進めていきます。2025年には、富山

ショールーム（５月）、大阪・箕面ショールーム（６月）、

東京・大田ショールーム（10月）が移転オープンしました。

ＴＯＴＯらしい「サステナブルプロダクツ」の展示や暮らし

をイメージできる全国94か所のショールームの更なる

ご利用・ご活用をお願いいたします。

［パブリックリモデルのさらなる拡大］

　パブリック分野では、メンテナンス部門と連携し、リモ

デル適齢期を迎えた案件に対して豊富なノウハウを活か

し、物件ごとのニーズに応じた提案活動を展開していき

ます。さらにＤＸを活用したパブリックトイレ向けの新た

なサービス「ＴＯＴＯ ＣＯＮＮＥＣＴ ＰＵＢＬＩＣ」の開発・提供

にも取り組み、利用者や施設管理者の視点に立った快適

性・利便性の向上を図っていきます。これらの活動を通じ

て、訪日外国人の方々に「日本のトイレ文化」を体験して

いただく機会を広げ、世界へと発信し続けていきます。

皆様との物件追及の活動もしっかり進めてまいりますの

で、情報共有をお願いいたします。

［＃水まわり嬉しい］

 　私どもの商品やサービスをお伝えする「ショールー

ム」に加えて、ＴＯＴＯの創業の精神や歴史をお伝えす

ることを目的に運営する「ＴＯＴＯミュージアム」（福岡県

北九州市）は、８月28日で開設10周年を迎えました。

累計来場者数は60万人を超え、海外からは80を超える

国と地域から来館いただいております。今後も、さまざ

まなステークホルダーの皆様との接点の場として、また

創立の地「小倉」から世界へＴＯＴＯブランドを発信

するランドマークとして、魅力ある施設を目指してまいり

ます。皆様のご来場をお待ち申し上げております。

　今年度もＴＯＴＯならではの提案・商品・サービスを通

じ、持続可能な社会と「きれいで快適・健康なくらし」の

実現を目指し、さらなる努力をしてまいります。みらい会

会員の皆様との四位一体の協業を更に進め、皆様のご

商売に繋がるよう活動してまいります。引き続きご支援・

ご愛顧を賜りますようよろしくお願い申し上げます。
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最後に



システムバスルーム「シンラ」
「レッドドットデザイン賞2025」「IFデザイン賞2025」受賞

「ネオレストLS-W／AS-W」 8月1日発売

システムキッチン「ザ・クラッソ」
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法人企業統計に見る
トランプ関税の日本企業への影響

Opinion

宮脇 淳 株式会社日本政策総研 代表取締役社長
北海道大学名誉教授

2025年４月からスタートした米国トランプ政権の関税政策は、世界経済に大きな波をもたらしています。日本経済に

も大きな揺れをもたらしていますが、2025年４－６月期の財務省「法人企業統計」によってその実態が少しずつデータ

で確認できる状況に入りつつあります。今回は、国内製造業に焦点を当ててその実態を見ることにします。

じたことが挙げられます。このため、相互関税等が開始

された４－６月期には前倒し輸入の反動減が生じ、大きく

売上高が減少しています。さらに、企業全体の経常利益

を見ると製造業を中心に大きく減少し、全体では前年比

0.2%増にとどまり伸びが大きく低下しました（図２）。製

造業の経常利益が大きく減少した原因は、トランプ関税

引き上げによるコスト増を日本企業が負担している現状

を示しています。

　日本経済は2024年以降徐々に回復基調となり、実質

ＧＤＰも2025年１－３月期には前年比1.8%増となりまし

た。同時に、法人企業統計による企業全体の売上高も大

きな伸びを示しています（図１）。こうした動向の背景に

は、2025年４月導入のトランプ関税政策によるコスト増

を回避する前倒し輸入が24年末から25年初に米国で生

（資料）財務省「法人企業統計」 （資料）財務省「法人企業統計」

0

1

2

3

4

5

6

2024Q2 Q3 Q4 2025Q1 Q2

製造業

実質GDP

非製造業

▲20

▲5

5

15

25

30

▲15

▲10

0

10

20

2024Q2 Q3 Q4 2025Q1 Q2

製造業

実質GDP

非製造業

【図１】 売上高 （前年比%） 【図２】経常利益 （前年比%）

2025年４－６月期企業全体動向
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コスト負担がさらに拡大すること、など企業経営を圧迫

する要因が拡大します。そのことは、人件費等の抑制に

も結びつき全体として日本経済を減速させる結果につ

ながります。

　今回のトランプ政権の関税政策は、単に一過性の景

気問題として捉えることは不適切であり、国内経済も含

めたサプライチェーンの構造的変化として捉えていく

必要があります。この点について４－６月期製造業設備

投資動向を見ると１－３月期に比べて大きく増加してい

ます（図４）。製造業の設備投資は、効率化投資等が中心

となり構造変化に対応する視点が多く、売上高の減少に

もかかわらず積極的な設備投資を始めています。業種

別では、輸送機器、食料品が大きく増加しています。こう

した製造業の設備投資動向については非製造業と合わ

せて次回のＯＰＩＮＩＯＮでご紹介いたします。

　そこでとくに変化が大きい製造業について法人企業

統計でトランプ関税導入前の1-3月期と導入後の4-6月

期を財務面から比較してみます（図３）。１－３月期経常利

益率は7.7%に対して４－６月期同10.1%と売り上げ減

にもかかわらず改善しています。この要因を費目別で検

討すると、１－３月期営業利益率は5.2%から４－６月期同

4.9%と悪化しています（図３）。この悪化を営業外収益の

拡大と営業外費用の圧縮で対応しており、トランプ政権

の関税増の一部コストを日本企業が営業外収支で補填

する流れが生じています。なお、企業の資本金規模別に

経常利益率の変化を見ると概ね資本金額が大きいほど

経常利益率が確保されていることが分かります。

　こうした点を踏まえると、①現状のトランプ関税による

コスト負担増を営業外収益等で補填することには限界

があること、②とくに資本額の小さい企業に負担が概ね

大きいこと、③為替相場が円高傾向となると関税による

（資料）財務省「法人企業統計」 （資料）財務省「法人企業統計」
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株式会社日本政策総研 研究員　松田 睦己

［ 生産予測移動平均 （前月比%） ］

出典：経済産業省
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　財務省「法人企業統計」で４－６月期の日本企業売上高を見る

と、前年比で１－３月期に比べて大きく低下する動きとなった。製

造業は、トランプ関税４月発効を前に１－３月期に前倒し需要が

増大したことの反動減、加えてトランプ関税分の製品価格引下

げ等の影響で低調となった。非製造業も、国内物価上昇や景気

先行き不透明感の高まりから国内消費等が抑制的となり同様

に低調となっている。

　経済産業省「生産予測指数」で見ると製造業の生産予測が

徐々に慎重傾向を強めている。生産予測は月による変動が大き

いため移動平均で傾向を見ると、2025年に入り徐々に低下傾

向となり、足元ではマイナスとなっている。トランプ関税等によ

る世界経済の不透明感が高まる中で、製造業全体に先行き生

産活動に対して慎重な姿勢が拡がりつつある。但し、効率化等

企業体質強化に向けた設備投資は堅調である。

　日本経済の景気動向を見ると、春以降悪化を強めていた景

気先行きへの見方が７月に底入れする動きとなった。７月時点で

日米間の関税交渉に合意での方向性が見られたことなどか先

行き不透明感への意識を弱めている。製造業生産予測等で見

たように個々の企業の先行き改善までには直接結びついてい

ないものの、景気全体への感触の悪化が一旦止まったことを示

している。

　街角の景況感を見る内閣府「景気ウォッチャー調査」を見る

と、８月時点で全体46.7と50を少し割り込み横ばいの動向にあ

る。その中で家計は、７月時点から若干悪化する傾向を示してお

り、全体として国内消費の改善の足の重さを示している。一方

で企業関係は改善傾向を示している。景気動向指数同様に日

米間の関税交渉合意を好感し、今後の景気動向に明るさを感じ

る結果となっている。

日本 製造業、非製造業共に売上減少

日本 生産予測徐々に慎重傾向

日本 景気動向夏に底入れの傾向

日本 消費意識低位横ばい状況
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問合せ先：株式会社日本政策総研 研究員 松田睦己（matsuda@j-pri.co.jp）

［ 失業率 （%） ］

出典：米国労働省
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欧 州 景況感改善傾向続く

　米国の失業率が再び４％台となり上昇を続けている。

2024年は３％台の低い水準で推移したものの25年に入り悪

化傾向を示し５月以降一貫して上昇している。背景にはトラン

プ関税も含めた国内コストの上昇により、リストラに取り組む

企業が増加していることなどがある。また、連邦政府職員の

解雇も続いており、雇用環境は全体として悪化傾向にある。

　米国の消費動向を判断するミシガン大学「消費者信頼感指

数」は、９月に50台後半の水準で横ばいの動きとなっている。

2024年は70前後の水準で推移後、50台前半まで低下し６月の

米中関税合意方向の姿勢を反映し改善したものの、その後の不

透明感と国内価格上昇傾向を受けて低迷している。今後、価格

上昇圧力の高まりが見込まれるほか、雇用情勢の悪化も重なり

消費者の慎重な見方が続くと見られる。

　欧州経済研究センターの景況感指数でユーロ圏の景況を見

ると、2025年に入り一時的な悲観時期はあるものの９月ま

で全体として堅調な見方が続いている。鉄、アルミ等トラン

プ政策による高関税化等はあるものの、積極的な財政金融政

策の展開、インフレ圧力の低下等により改善が進んでいる。

但し、地政学的問題は依然として解決しておらず不安定な状

況が続いている。

　中国製造業景況は、2025年に入り50を割り込む傾向（黒

矢印＝傾向線）を強めており、悪化している。トランプ関税

の影響に加えて国内政策による生産活動への抑制策の展開、

輸出先多様化に伴うコスト削減もマイナス要因となってい

る。とくに大企業に比べて中小企業での景況感が悪化してい

るほか、不動産不況の問題も依然として深刻な状況にある。

米国 消費意識低位横ばい状況

米国 失業率悪化傾向

中 国 米関税政策等で悪化傾向
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住宅・建築動向

景気ウォッチャー調査（2025年９月）
現状 先行き

全体 住宅 全体 住宅
47.1 49.0 48.5 48.2 

住宅関連の足元景況感である「現状判断」は、49.0と先月（43.7）から改善した。一
方で、「客の安さ重視の選択基準は相変わらず続いている。」との意見がみられ、企
業に賃上げの動きがみられるものの消費行動への影響は限定的である様子がう
かがえる。２～３か月先の景況感を示す「先行き判断」も48.2と先月（45.5）から改
善した。

景気の先行きに対する判断の理由について、その主だったもの及び特徴的と考えられるものを取りまとめると以下のとおりであった。

需要動向
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全体 住宅関連
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全体 住宅関連
〈現状判断〉

〈景気の先行きに対する判断理由〉

〈先行き判断〉

単位（ポイント）

株式会社日本政策総研 研究員　松田 睦己

出典：内閣府「景気ウォッチャー調査」より作成

先行き判断 業種・職種 景気の先行きに対する判断理由 地域

やや
良くなる

その他サービス業［建設
機械リース］（営業担当） 国内建設投資について、当面堅調に推移すると見込まれることから、今後の景気はやや良くなる。 北海道

設計事務所（経営者） 資材が流通するようになり、取引も一時の買い控えではなく、現在の価格に対応した購買の準備をしている。 南関東

住宅販売会社
（営業担当） 資材人件費の高騰を消費者が受け入れ始め、住宅購入の意思決定を後押ししている。 沖縄

変わらない

建設業（従業員） 資材価格の高騰、人材不足、労務費の上昇により、先が見通せない状況である。 東北

住関連専門店
（仕入担当）

物価高に伴う可処分所得の減少は短期的には改善されず、季節変動による増減だけがマイナス要因をカバーする
状況は、当面変わらない。 北関東

建設業（経営者） 工事単価も少しずつ変わってきている。 甲信越

住宅販売会社
（従業員） 住宅取得やリフォームに関する補助金などのメリットが多いため、しばらくやや良い状態が続きそうである。 北陸

設計事務所（経営者） 建築費の高止まりや現場の人手不足は今後も継続されると予想されるため、順調に進む案件は今後も少ないとみ
られる。 中国

建設業（経営者） 資材の高騰、政治の動きから先行きは横ばいを見込んでいる。 四国

やや
悪くなる

建設業（経営者）
今後については、新規の受注は余り見込めない。現場の稼働はピークとなり、一部では人手不足が発生することに
なる。また、積雪寒冷期を迎え、日照時間の減少や除排雪作業などにより、作業効率が低下することになり、採算性
が悪化することになる。

北海道

その他住宅［住宅管理］
（経営者）

物価高騰の影響は止まらず、値上げラッシュが続きますます営業がしづらくなっている。
この先景気の後退が心配である。 東海

設計事務所（所長） 世界経済の先行きが不透明で、国内経済への影響が予想できない。
材料や製品の単価も高止まりで推移し、人件費を主とする職種の収入は上がってこないと予測している。 九州

悪くなる
住関連専門店（店長） 景気が良くなる兆しはない。政治の空白による先行きへの不安からくる貯蓄の増加がみられる。 北関東

住宅販売会社（従業員） 新築住宅のみならずリフォームの受注量も減ってきたため、先行きが全く見通せなくなってきた。 東海
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前年比で、事務所が10か月ぶりの増加、倉庫が３か月ぶりの増加となったものの、店舗が２か月連続の減少、工場が３か月連続の減少
となったことにより、民間非居住用は３か月連続の減少となった。なお、民間居住用も含めた全体は５か月連続の減少となった。

前年比で、持家・貸家・店舗がいずれも５か月連続の減少となり、全体では５か月連続の減少となった。地域別では、首都圏（▲9.5%）、
その他地域（首都圏、中部圏、近畿圏以外の地域）（▲14.8%）の減少が目立った。

新築着工（2025年８月）

全体 民間非居住用 事務所 店舗 工場 倉庫

7,352 ▲ 11.4 2,344 ▲ 13.6 275 27.6 273 ▲ 21.4 510 ▲ 35.0 597 8.6

新設住宅着工（2025年８月）

全体 持家 貸家 分譲 うちマンション うち一戸建て

60,275 ▲ 9.8 17,532 ▲ 10.6 26,585 ▲ 8.1 15,819 ▲ 8.2 6,148 ▲ 18.0 9,476 ▲ 1.1

着工動向

2021/06 22/06 23/06 24/06 25/06
0

500

1000

1500

2000

2500

3000

▲40

▲20

0

20

40

60
（千㎡） （%）

床面積（前年同月比）［右目盛］
工場 店舗 事務所

床面積（%）
（前年同月比）

63.5

-15.5

-58.3

2021/06 22/06 23/06 24/06 25/06

（千戸） （%）

0

10

20

30

40

50

60

70

90

80

100

▲40

▲30

▲20

▲10

0

10

50

40

20

30

新設住宅着工（前年同月比）［右目盛］
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新規住宅着工件数
（前年同月比）（%）

91.4

-12.0

-52.4

〈建築着工推移〉

〈建築着工 全国〉

〈住宅着工推移〉

〈新設住宅着工 全国〉

単位（千㎡、％）

単位（戸、%）

出典：国土交通省「建築着工統計調査」より作成

問合せ先：株式会社日本政策総研 研究員 松田睦己（matsuda@j-pri.co.jp）
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宮脇 淳 株式会社日本政策総研代表取締役社長　北海道大学名誉教授

いくつもの顔を持つ貿易収支

コラム

いないことが分かります。輸出企業の収益改善は数量拡
大によるのではなく、為替差益が主因であることが分か
ります。
　しかし、貿易収支の顔はこれだけではありません。日
本が輸出入する際に契約で結ぶ決済通貨は「円」とは限
りません。決済通貨を円にするかドルをはじめとした外
国通貨にするかは、為替相場の変動リスク(差益・差損)を
どちらが負うかの問題でもあります。円で契約すれば為
替相場の変動リスクを負うことなく予定した金額を円で
払い、円で受け取ることができます。その場合、相手方が
為替変動リスクを負担することになります。そこでは、貿
易相手との事実上の取引を巡る力関係が大きく影響し
ます。図２は2025年前半の輸出決済通貨で半分はドル、
40%弱は円です。これに対して、図3の輸入に関してはド
ルが67%、円決済は25%にとどまります。輸入では日本
企業が為替リスクを負う場合が比率として多く、とくに原
油を中心とした中東からの輸入に関しては97%がドル
決済、大洋州85%、中南米83.4%、北米77%もドル決済
中心となっています。
　貿易収支は国と国の経済力や信用力等を反映したも
のであり、黒字・赤字以外にもいろいろな示唆を得られ
るデータです。

　トランプ関税政策で、対米貿易収支の問題が大きな政
治争点となっています。海外からの輸入が海外への輸出
を上回れば貿易赤字、逆であれば貿易黒字となります。
米国は長年貿易赤字の状況にあり、その点の改善がトラ
ンプ政権の大きなターゲットになっています。
　しかし、一言で貿易収支と言っても、実はいろいろな顔
があります。代表的なのは、価格ベースと数量ベースで
す。ニュース等で貿易収支の問題が報道される時は、一
般的に赤字か黒字かが重要な焦点となりやすいため、価
格ベースが注目されます。但し、価格ベースを見る時に
は注意が必要です。なぜならば、為替動向に影響を受け
るからです。
　一方で数量ベースは、価格ベースと異なり直接的には
為替要因の影響は受けないため、輸出国・輸入国間の経
済動向を判断する際に利用されます。一般的に数量が増
えれば両国間の経済環境が良好、数量が減少すれば経
済環境が悪化と判断します。図１は、2020年を100とし
て価格ベースと数量ベースの日本の輸出動向を見たグ
ラフです。2020年から両方とも増加していますが、価格
ベースでは2025年には1.6倍となっていることに比べ
て、数量ベースは増加の度合いが少なく横ばいと言って
よい状況です。日本から世界への輸出は、為替レートの
影響を受ける価格ベースで感じるほど大きくは拡大して

データコラム

【図１】日本輸出価格・数量ベース （2020年=100） 【図２】輸出契約通貨比率（%） 【図３】輸入契約通貨比率（%）
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宮脇 淳 株式会社日本政策総研代表取締役社長　北海道大学名誉教授

サービス業の活動状況の把握

ばいないし低下していることが分かります。東京の都心
部のマンションを中心に価格の上昇傾向が続いていま
すが、業界の活動自体は全国ベースでほぼ横ばいの状
況にあります。
　不動産取引の先行指標でもある取引の契約仲介機能
を果たす「不動産代理・仲介業」(以下「代理・仲介業」)の
動向を見ると図２となります。
　代理・仲介業は、2024年までは概ねどの分野も大き
な動きはなく横ばいとなっています。しかし、25年に入り
戸建住宅売買仲介を筆頭に活動が活発化しています。そ
して足元では活発化に天井が生じ始めていることも分か
ります。これと実際の取引や管理が行われる前述の「不
動産取引業」の活動を示す図1と比較すると、土地取引
は代理・仲介業との活動とパラレルで改善しています
が、住宅、マンションの代理・仲介活動は取引業の活動状
況とは乖離があることが分かります。
　このようにデータ間を比較することで、同じ土地・建物
等不動産関連業においても領域ごとに類似点や相違点
があり、時間軸としての先行・遅行等の関係を見出すこ
とが可能となります。共通点は、2025年央で「不動産取
引業」、「不動産代理業・仲介業」ともに活動的には天井を
つけ始めていること、取引業関係では底入れ傾向を示し
ているマンション分譲業の動きが相違点となり今後のこ
とを検討する際の「気づきの点」となります。

　製造業に関する生産活動や稼働率等の経済データは
比較的早くから整備されてきました。それは、戦後の高度
成長を支えた大きな存在が第２次産業、すなわち製造業
であったことが理由となっています。しかし、1980年代か
らは第３次産業、すなわちサービス業を中心とする日本
経済の体質に徐々に移行する中で2000年代のＩＣＴ化で
さらに加速し、第３次産業の状況がどうかを見極めること
がすべての産業にとって重要となっています。サービス
業は労働集約的性格が強く、効率化投資も製造業に比べ
ると効果が顕在化するまで時間を要することからも労働
力需給の実態を把握することが重要となります。
　第３次産業活動指数は、個別業種のサービスの生産
活動を表すデータであり、各活動を統一的尺度で整理
し比較することができます。今回の時事コラムではこの
第３次産業活動指数を活用し、近年活況となっている不
動産関連の活動をみることにします。
　不動産関連の第３次産業活動指数を活用し、土地
や建物の売買・賃貸・管理等を行う「不動産取引業」の
2024年以降についてみると図１のとおりです。
　不動産取引業全体（黒線）では、2020年を100とする
指数で25年６月に113と一割以上活動が活発化してい
ます。その内訳をみると、二極化していることが分かりま
す。不動産取引業全体の活発化を大きく支えているの
は土地売買業の活動であり、新築戸建住宅やマンション
分譲等建物売買業は2020年に比較して活動自体は横

時事コラム

【図１】不動産取引業活動指数 （2020年=100） 【図２】不動産代理業・仲介業活動指数 （2020年=100）
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分類 素材 商品 状況

パイプ

鉄鉱石、
原料炭

SGP・
PV

10～12月積み鉄鉱石価格は、前期比３％安の88＄/ｔ、７～９月原料炭価格は、１％安の181＄/ｔ
となる。世界的な鉄鋼需要の停滞が続く中、供給も順調で価格は軟調が続く。

銅地金 空調用
銅管

インドネシアでの供給懸念が高まり１年４か月ぶりの高値で、ＬＭＥ価格は10,000＄を超える
水準となる。国内価格は、円安も重なり150万円を超えて推移。

ニッケル TPA・
TPD

アジア圏での需要は底堅い反面、インドネシアの増産により供給が増え、バランス取れて
価格は15,000＄/ｔ前後で安定している。

継手 鉄スク
ラップ 鋳物類 円安で輸出価格の高値落札が強くなり、国内価格も電炉の買取価格が上昇し、年初以来の

高値を更新。価格は42,000円前後で推移。 

化成品 ナフサ 塩ビ管、
継手

ＯＰＥＣプラスが増産、中道情勢の緊張緩和の見通しにより、価格は軟調基調。
ナフサ価格は昨年より下落したものの依然、高値水準で安定。

1

素材価格
1 市場概要 2025 年 10月

2 LME等の月平均値
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セグメント 概　況 前月 当月

パイプ 素材軟調も大きな需要見込めず、低迷続く。物件は遅延と端境期で出荷は低調。
非住宅案件でのＳＵＳ管出荷は需要回復。

継手 鋳物継手はパイプに連動して出荷は低迷。
メカニカル継手は、非住宅系での需要は前年並みに回復。

バルブ 設備物件の低迷は底を打つも、物件の遅延が大幅に増え本格納入は2026年度へずれ
込む。水処理関連、データセンターの需要は、堅調な荷動き続く。

土木 下水関連の公共予算は増加。150Ａ以下の小径管は樹脂化への加速進む。
老朽化、耐震化対応への投資は見込まれるが、時間がかかる見通し。

化成品 需要は全国的に低調も価格は乱れることなく安定。
非住宅関連製品は、管種の置き換えが進む。設備関連は遅延物件目立つ。

トイレ 衛陶金具は取替需要は景気後退により日売減少続く。10月は価格改定で受注納入増加、
11月は反動出る予測。需要は都市部に集中し地方は需要減。

バス
新築住宅着工減少で台数減少。戸建用システムバス取替需要減少。
高級機種伸長もボリュームゾーン受注減少でシステムバストータルで減少。
集合住宅向けの新築及びリフォ－ムは堅調に推移し前年伸長。

洗面 新築住宅着工減で新築向け台数ダウン。公共住宅も減少傾向。
戸建住宅リフォーム需要も景気後退で引合い減少。

キッチン 新築需要は戸建て着工減少により実績低迷も集合住宅では都心部中心に好調推移、
リフォーム需要は戸建て、集合住宅共前年並、地域格差広がる。

給湯 夏場一時的に需要減少も前月以降回復基調、年度末に向け補助金活用が活発化、
駆け込み需要や寒冬による早めの取替需要に期待。

空調 ９月は家庭用は好調、業務用は微増、ビルマルは前年割れ。
省エネ機の比率が増加し、単価はアップ。ルームエアコンは各自治体で特別対策も。

換気、送風 換気意識は依然高く住宅用は、戸建て、集合の竣工戸数減があるも堅調。
有圧扇、全熱交は業務用空調機同様に好調。

ポンプ 増圧ポンプ台数減が続き前年割れ、給水ユニットは若干回復。
サービス、部品販売は増加。家庭ポンプは地域差はあるが全体としては微減。

エネルギー 電気料金の高騰に伴い再生可能エネルギーの見積りは増加傾向。
（首都圏では、戸建住宅への太陽光設置義務化）創畜連携システム提案。

電材 首都圏内を中心にリニューアル・ソリューション案件受注増加。空調系は好調。

家電 生活家電（ＴＶ・冷蔵庫・洗濯機・炊飯器・電子レンジ）の販売は一巡したが、家電量販は
ルームエアコンが不調。

今月のセグメント別市場動向についての見通しをまとめました。

セグメント別市場動向



vol.17 経産省・資源エネルギー庁の概算要求から見る
省エネ・ＧＸ政策の新段階

清水英雄事務所株式会社
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の電力供給維持やピークカットへの対応など、設備機器
の社会的役割が再定義される中で、住宅設備の業界に
とっても、こうした地域エネルギー網の整備に関わる新
たな事業機会が広がっています。

　一方、経済産業省の概算要求では、GX推進対策費が
前年を上回る規模で計上されています。ＣＯ₂削減に資
する設備更新への支援や、カーボンプライシング制度導
入に向けた環境整備、建築物LCA制度の制度設計など、
産業全体の構造転換を促す施策が進められています。
　特に、建築物ＬＣＡ制度は2028年度の制度化を目指し
ており、製造から解体・再資源化までのＣＯ₂排出量を見
える化する取り組みです。これにより、今後は設備・資材
の調達段階から環境性能を示すことが求められるように
なります。
　さらに、ＧＸ投資促進税制の拡充によって、省エネ・再
エネ関連設備への先行投資を後押しする環境も整いつ
つあります。
　また、住宅業界ではＢＩＭ活用やＤＸ化による設計・管
理の効率化が急務です。国は「ＧＸとＤＸの一体推進」を
掲げ、サプライチェーン全体での情報連携を促進してお
り、今後は製造・流通・施工の各段階でデータを活用する
ことが競争力の鍵になると考えられます。

　概算要求や白書は、単なる情報ではなく“次の政策誘
導”を読み取るための材料です。

令和８年度の経産省・資源エネルギー庁の概算要求では、省エネ・再エネ・ＧＸの実装が本格段階へ。
制度改正や支援策の拡充が進む中、住宅業界に求められる視点を整理します。

　2050年カーボンニュートラルの実現に向け、国はエ
ネルギー需給構造の転換を着実に進めています。令和
８年度の経済産業省・資源エネルギー庁の概算要求は、
その取り組みをさらに実装段階へと移す内容となりまし
た。特に「省エネ・再エネ・蓄エネの三位一体推進」と「ＧＸ
（グリーントランスフォーメーション）による産業構造転換」
が柱であり、過去最大規模の予算が要求されています。
　背景には、エネルギー価格の高止まりや、企業に対す
る排出削減義務化の進展があります。設備や機器の高
効率化、エネルギーマネジメントの高度化は、もはや努
力目標ではなく、企業の競争力を左右する経営課題と
なっています。

　資源エネルギー庁の要求では、家庭や業務施設など、
エネルギー消費側での省エネ支援が拡充されました。高
効率給湯器、ヒートポンプ、ボイラ、業務用空調などの更
新支援が継続され、中小事業者でも利用しやすい補助
制度が拡充される見込みです。
　また、2024年の省エネ法改正で導入された「再エネ
電気の使用量報告制度」や「エネルギーマネジメントの
最適化」によって、企業のエネルギー利用データの透明
性が一段と高まります。省エネ性能を裏づける客観的な
データの提示は、今後の補助金申請や取引においても
重要な要素になるでしょう。
　さらに、地域マイクログリッドや蓄電池導入を支援する
「地域レジリエンス強化事業」も継続されます。災害時

1 エネルギー政策の潮流と概算要求の焦点

4 ビジネス的ポイント

2 設備投資支援と制度改革の方向

3 ＧＸ投資支援と産業構造の変革
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ロードマップでは、2028年以降、建築物のデータが仮想
空間上にアップロードされ、そのビッグデータを基にま
ちづくりの施策が決定される構想が明記されています。
こうした動きは、今回の経済産業省・資源エネルギー庁
の概算要求と密接に関わっており、両省の方向性を横断
的に把握することが重要です。
　つまり、省エネ・ＧＸ・ＤＸはいずれも個別テーマでは
なく、産業構造と地域社会の再設計に向けた「一体の変
革」であると捉えるべきです。企業はＩＴ導入支援補助や
ＧＸ税制などの制度を上手に活用しながら、自社のデジ
タル整備を“次の受注準備”として進めていくことが求め
られます。

　制度が先に変わる時代だからこそ、変化を先読みして
商品やサービスを準備できる企業が、市場で優位に立つ
ことができます。
　省エネ・ＧＸ政策はコスト負担ではなく、新しい需要を
生み出す仕組みです。特に「高効率機器・再エネ・蓄電・マ
ネジメント」の一体提案は、リフォームや管理、メンテナ
ンス、地域連携事業など、販売後にも継続収益を生むス
トック型ビジネスへ転換する好機となります。
　また、設計・施工・維持管理の各段階でデータ連携が
求められる中、ＢＩＭや省エネ計算ツール、性能証明デー
タの共有など、“社内外のデジタル接続力”が今後の業
界格差を広げていきます。さらに、国土交通省が示すＤＸ

7



一級建築士&FP(ファイナンシャルプランナー)事務所

FP&建築アトリエ
一級建築士
ファイナンシャルプランナー
防災まちづくり統括設計専攻建築士
福祉施設統括設計建築士 荒尾博
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　大学を卒業して総合化学会社に入社、最初の仕事は
ビール缶？ビールは発泡、つまり内圧が大きく、鉄より弱
く、コストの高いアルミ缶では難しい分野でした。コスト
に勝つには必要強度を持ちつつ、いかに薄く（＋曲線）出
来るかがカギで「有限要素法（ＦＥＭ解析）」は学校で習っ
ただろうとあるセクションの長からの問合せでした。この
計算法、飛行機や新幹線の曲面強度を計算する方法で
対応は大型コンピューターの世界です。「行列式」とか「マ
トリックス｣と聞いて頭に浮かべれば高校の時の習った
微かな記憶が読み起こされ、すぐ難解だったといやなイ
メージになる方もおられるかも知れません。でも、そう
は言ってもいられない時代がすぐそこに、2026年建築
確認申請でＢＩＭ（Building Information Modeling）
義務化？…その中で「安全性を可視化」するにはＦＥＭ解析
（Finite Element Method）とＣＡＥ解析（Computer 
Aided Engineering）は重要となり必要となるのです。

　建基法には仕様規定と性能規定があります。建基法
施行当時は、仕様規定が中心でした。日本には千年以
上培われてきた有能でまじめな職人さん｢匠｣の伝統が
あったからこそ壊滅的だった戦後復興では、それらの技
に合わせた仕様規定が必要不可欠だったのです。
　その後、高度成長の中でいろいろな建築材料が生ま
れて来て問題が顕在化しました。特に火災時に有毒ガス

が発生することで悲惨な事故が相次いだのです。
　日本では江戸時代の御法度から、法の中心は防火と
地震など災害の対応でした。町名で蛎殻町は、瓦が高価
だった頃、屋根に防火のための蛎殻を敷き詰めたことの
名残です。
　旧建基法第22条は屋根の延焼防止だけで外壁の防
火性能に関して義務化はありませんでした。私は長年行
政の補助金による木造の耐震調査も行ってきましたが、
1981年以前の旧耐震では下見板や羽板など木製の外
壁もまだまだありました。外壁の防火構造が求められた
のは、1980年法改正以降だったからです。しかし、なぜ、
防火性能を屋根だけで外壁に適用法改正が30年後だっ
たのでしょうか？戦後間もない時代のことを考える…

【 旧建築基準法で屋根防火が先行した理由 】
●密集住宅＝長屋や隣家とは壁だけの住宅が多かった
●郊外では敷地が広く、隣家との距離が十分にあった 

木を活用、住宅と法律 ①

樹木をテーマにいろいろな角度から執筆していますが、今回は、建築基準法（建基法）に関連して「建基法と木造」
について考えてみます。

住まいを取り巻く建築雑談

画１　長屋風住宅

1 ＦＥＭ解析とＣＡＥ解析　難しいのでは？

2 建基法仕様規定
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経緯があります。
　具体的には、木造建築物などの外壁は、国土交通大臣
が定めた技術的基準に｢適合する土塗壁などの構造で
なければなりません。この規定は、火災による延焼を抑
制するために重要であり、特に市街地の区域内にある建
築物に適用されます。｣とされました。

　ところで建基法22条屋根の防火基準と法23条の外壁
の適合基準で化学会社として建材の開発を行ってきた
私は戸惑いました。私の基本は現場主義です。1981年
社内で建材開発のためには土俵に上がることが必要と
訴え、建材開発の傍ら住宅設計施工を始めました。在社
中、設計事務所として独立以降も住宅や商業ビル、マン
ションなど合計150棟ほど手がけてきた経験と常にオタ
ク精神で物事を斜めといろいろな角度で見てきた自負
があります。
　開発部門と現場サイドから今回の法22条では屋根を
「不燃材で造るか、または不燃材で葺くこと」と、法23条
の「土塗壁などの構造」の条文は、根拠とか理論的な裏
付けにおいて乏しく疑問だらけなのです。その問題は
「仕様規定」に問題があるのですが、この点は次回にお
伝えしたいと思います。

※ 2020 年以降は80万戸＋推移で富裕層や海外投資家需要？詳しくは別機会　※ 国交省資料より個人見解

表１　戦後の住宅新築の着工年別の戸数と種別（国交省資料より荒尾作成）

　旧建基法では屋根の延焼防止が中心だったのは、当
時の住宅配置や火災リスクに基づいた合理的な判断
だったと考えています。
　話が逸れますが、白金とか中目黒とか代々木上原な
どの住まいの設計では圧倒的に借地（旧借地借家法）
が多く、相続絡みもありましたので宅地建物取引士とＦＰ
（ファイナンシャルプランナー）の資格を取得して対応
していました。戦後、焼け野原では土地取得よりも焼け
残った古屋を借りることが大事だったことと地主が土地
は売りたくなかったことなど考えられます。ちなみに旧
法は賃借人の権利が強いのですが、旧法施行が大正時
代で更新時期が戦争と重なり出兵家庭を守るためと言
われています。

　その後、日本は奇跡的な復興と高度成長の中で住宅
政策は「数の供給」に重きを置き、都市周辺の農地や林
地が宅地化されていで分譲住宅や建売住宅などが増え
て行きました。さらに、輪をかけたのが団塊の世代です。
五大都市と周辺のベットタウン開発などで敷地は狭くな
り細分化傾向の中で建蔽率、容積率は上げざるを得な
い状況だと考えられます。結果、旧建基法23条の「延焼
の恐れ」に木造建築物の外壁に準防火性能を有する構
造を求めるとなり1980年法改正で外壁が対象になった

年代 主な背景 着工戸数の傾向 種別の特徴

1945～1950年代 戦後復興期 約10万～30万戸 持家中心、官営住宅（公営住宅）も多い

1960年代 高度経済成長期 約60万～100万戸超 持家・分譲住宅が急増、団地の整備が進む

1970年代 都市化と住宅公団の整備 約 100万戸前後 分譲マンション・公営住宅が拡大

1980～1990年代 バブル期 約120万～160万戸 分譲住宅・賃貸住宅が増加、
マンション需要が高まる

2000年代以降 少子高齢化・空き家問題 約80万～100万戸 賃貸住宅比率高まる

3 戦後の復興と高度成長で建基法も…

4 建基法の仕様規定は？

特定技能の就労までの流れ戦後の住宅着工数と種別の推移（テキスト版）



を取り巻く現状と変化建 築

ライター 玉城麻子

埼玉県八潮市の下水道管路に起因する道路陥没事故を受け、国土交通省は下水道管路の老朽化状況を調査する
とともに、有識者会議を通じて今後の維持管理手法や対策方針について検討を進めている。「安全性確保を最優
先する管路マネジメントの実現」を目指し、省力化・コストダウンに寄与する点検・調査技術のデジタル化の推進に
加え、上下水道管路の戦略的な再構築を図っていく方針だ。

23 下水道対策（下）――安全確保を最優先とする管路マネジメント
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　国土交通省は９月17日、埼玉県八潮市の下水道管路
破損事故を受け、地方自治体に要請した下水道管路の
全国特別重点調査の優先実施箇所（約813km）につい
て、８月８日時点の調査結果を公表した。約730kmにお
ける目視調査等の結果、緊急度Ⅰ（原則１年以内の速やか
な対策が必要と見込まれる推計延長）の要対策延長は
約72km、６カ所の空洞が確認された。
　優先実施箇所に該当するのは128自治体で、潜行目
視やテレビカメラによる目視調査は約730km、打音調
査等は約137km実施された。このうち、緊急度 Ⅰ と判定
されたのは約72km、緊急度Ⅱ（応急措置を実施した上で
５年以内の対策が必要と見込まれる推計延長）の判定は
約225kmだった。また、緊急度 Ⅰ・Ⅱ と判定された下水道
管約285kmについて、空洞調査を実施した結果、空洞が
確認されたのは６カ所（管轄自治体は北海道、新潟県、熊
本県）で、このうち４カ所は対策済み、２カ所については「陥
没の可能性は低いが早急に対策実施予定」としている。
　同調査は、事故を受けて設置された有識者会議「下水
道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策
検討委員会」の提言を踏まえ、３月18日に地方自治体に
対して、「管径２ｍ以上かつ平成６年度以前に設置された
下水道管路」を対象として、全国特別重点調査を要請。こ
のうち、優先実施箇所の該当箇所については、今夏まで
の実施・報告を求めていた。
　同結果は、検討委員会で報告され、今後とりまとめる
予定の第３次提言や「第１次国土強靭化実施中期計画」
にも反映する予定となっている。

　その検討委員会では、５月末に上下水道の安全性確保
を最優先とする「管路マネジメント」の実現を目指すとす
る第２次提言を公表。作業の安全確保を最重要課題と位
置付けた上で、下水道管路の計画から設計、整備、補修、
改築に至る全工程で安全確保への配慮を徹底すること
を求めた。また、今回の事故のような深刻な事態を防止
するため、全国的な安全意識の醸成と現場での事故防
止への努力が不可欠であるとした（資料参照）。
　さらに技術面については、点検・調査の「技術化」とその
コストダウンを急務とし、国主導による調査精度の向上と
効率化に向けた技術開発を加速する方針が示された。
　９月17日に開催した第８回会合では、第２次提言と
全国特別重点調査結果（優先実施箇所分）を踏まえた
第３次提言案が示された。同提言案では、第２次提言で
示した管路マネジメントの実現に向けた具体的方策（点
検・調査の重点化等、戦略的再構築、管路メンテナンス技
術の高度化・実用化）の基本的考え方を整理。
　その上で、新たに「下水道管路マネジメントのための
技術基準等検討会」を設置し、国土交通省が定める基準
と日本下水道協会が定める指針等の包括的な見直しに
向けて検討を進める。８月21日に第１回会合を実施して
おり、今年末をめどに中間整理を行う予定としている。
　さらに下水道管路メンテナンス技術の高度化・実用化
に向けた取り組みとして、技術開発と普及環境の整備の
２本柱で推進していく方針案を示した。新たに「下水道管
路メンテナンス技術の高度化・実用化推進会議」（仮称）
を設置し、各関係機関が連携して技術の普及環境を整備

「要対策」は約72km 管路マネジメントの実現目指す
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フォーメーション）」の推進が重要だとし、これら技術をま
とめた同カタログを作成・公開した。
　今回拡充したのは、「下水道等に起因する大規模な道
路陥没事故を踏まえた対策検討委員会」が第２次提言で
示した、管路内調査の無人化・省力化技術、大深度空洞
調査技術、大口径管の管厚・強度測定技術、
センシングによる継続的なモニタリング技術
なども含まれている。
　今回の事故は、以前から指摘されてきた社会インフラ
設備の老朽化に加え、上下水道を管理する地方自治体の
管理体制の限界、人手不足や工事費用の課題など、さま
ざまな課題が露呈することとなった。省力化・コストダウ
ンの要はＤＸ化であることは言うまでもなく、人手不足を
補完するのも同様だろう。また、国土交通省から要請され
た点検調査中には、マンホール内への転落、硫化水素中
毒等により４人が死亡する事故が発生した。地域住民の
安心・安全な生活の維持に加え、事業者においては、再度
現場作業の安全確保を徹底してほしいところだ。

する意向だ。すでにさまざまな技術があるが、国土交通
省としても研究段階から実用化段階に至るまでの幅広い
段階での技術を支援する方針を示しており、同会議では、
現場課題に基づく技術ニーズの整理に加え、開発技術の
実装化に向けたビジネスモデルの検討とロードマップの
設定（進捗状況のフォローアップ含む）を行っていく。

　また国土交通省では10月、今年３月に公開した「上下
水道DX技術カタログ」にAI（人工知能）やド
ローン、非破壊地盤探査技術など45件を新
たに掲載し、内容を拡充した。
　上下水道設備・施設の老朽化に加え熟練担当者の減
少を背景に、安全かつ適正な上下水道サービスを提供
し続けるためには、デジタル技術を活用したメンテナン
スの高度化・効率化が不可欠となっている。同省では、こ
れらを実現するための「上下水道ＤＸ（デジタルトランス

新技術45件を拡充
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リカバリーアドバイザー／
メディカルケア院長／
防災士

宮田トオル
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① ダイエットウォーキング（パワーウォーク）

ヒジを90度に曲げて肩の力を抜き後ろへ大きく腕を引いて歩く。
（腹斜筋、背筋、上腕三頭筋の引き締め効果）
また歩幅を通常より１㎝前に広げる。（消費カロリー増加）

② 腰痛改善ウォーキング

腕振りと踏み出し足を同側にしてカラダを捻らないように歩く。
とくに仙腸関節炎（骨盤中央部の左右どちらかに痛みがある）に有効。

③ 肩こり解消ウォーキング

足裏の母趾と示指のラインを意識して骨盤幅に脚幅を開き
２本線上を歩くイメージで踏み出す。
→左右のカラダのブレが解消され筋肉へのストレスが緩和される。

目的別ウォーキング法は慣れるまでは意識することが大切です。
継続することにより脳がその動作を記憶して無意識に歩けるようになります。
季節の移り変わりを楽しみながらトライしてみましょう。

　季節の移り変わりを楽しみながらウォーキングを
するにはよい時季になりました。今年の夏も猛暑が
続き平均気温の平年差は北日本で＋3.4℃、東日本
で＋2.3℃、西日本で＋1.7℃となり1946年の統計
開始以降、夏としては１位の高温になりました。
　防災士の観点からすると今後もこの気温上昇は
続き日本は夏と冬の２シーズンになりカラダを動か
すには最適な春と秋を失ってしまう恐れを感じてい
ます。
　運動だけではなく仕事時間及び日常生活におい
ても様々な気候対応に迫られることになるかもしれ
ません。

日本の「四季」が残っている間にその変化を楽しみ
屋外で歩いてみましょう。
　近年はトレーニングジムの普及も進み屋内にて
トレッドミルを使用して歩いている方も多くなりま
した。アスファルトの上では関節や筋肉への負担が
増加するため体重過多の方や筋力が弱い方にはよ
いと思います。しかしトレッドミル（自走式は別）は自
然にベルトが動いてくれるため「蹴る動作」つまり足
の指の筋肉をあまり使いません。指の筋力低下は
偏平足になり足の疲労や浮腫みになります。また重
心も後退するため腰痛や肩こりにもなります。足の
指をしっかり使いながら歩きましょう。

vol.111　目的別ウォーキング法

■ 目的別ウォーキング
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ＴＯＴＯ jp.toto.com

上質をつむぐ。心をほどく「シンラ」

1. 一つひとつこだわり抜いて、さらに進
化したシンラのデザイン。
2. 水栓の操作をリモコンに集約。お湯
の出し止めはタッチ操作でラクラクの
「スマートタッチ水栓」。
3. 絶妙なカーブが体への負担を低減し、
やさしく包み込む「カームベンチ」。

ＴＯＴＯ jp.toto.com

ザ・クラッソ

1. クリスタルカウンター（柄入り）に空
模様を切り取ったような表情豊な
新柄を追加。

2. コンセント付き２段引き出しやマグ
ネット対応パネルなど、人気アイテ
ムの品揃えを追加。
3. フロントオープン食器洗い乾燥機・
食器洗い機の品揃えを拡充。

ＴＯＴＯ jp.toto.com

エスクア

1. 洗面ボウルや水栓金具に、ブラックア
イテムが新登場。
2. クリスタルカウンターや大理石目調・
木目調カウンターと、幅広いデザイン
の選択が可能。
3. 照明と水栓に「センシングシステム」を
搭載。動きや時間帯にあわせた機能
で、日々の暮らしをやさしくサポート。

ＴＯＴＯ jp.toto.com

ネオレストＬＳ－Ｗ・ＡＳ－Ｗ

1. 便スキャンセンサーで便をスキャンし、
便の形・色・量を自動で計測する機能。

2. 「ＴＯＴＯウェルネス」アプリで毎日の便
の状態や傾向、その状態に合わせた生
活の気づきとなるリコメンドを表示。

3. アプリでできることや使用方法、よくあ
るご質問などを掲載したサポートペー
ジを開設予定。

ＴＯＴＯ jp.toto.com

ウォシュレットＳＳ

1. 瞬間式で消費電力を抑えてエ
コ・湯切れ無しで快適。
2. ヒンジの隙間やロゴの凹凸をな
くして、清掃性ＵＰ。
3. ＳＳ１の袖操作部を短く凹凸もな
くし、見た目すっきり。

ＴＯＴＯ jp.toto.com

ウォシュレット一体型便器　ＧＧＡ

1. 幅広い空間に調和するスタンダー
ドなデザイン。
2. 瞬間式かつ小洗浄が3.6Ｌ→3.4Ｌと
なり、節電・節水を実現。
3. 高さを最小限におさえた直線的な
造形。

パナソニック panasonic.co.jp/phs/

壊さず新しく「ＦＵ－ＳＭＡＲＴ：引き戸」

1. ふすまのように軽く、簡単に取
り外し可能。
2. ベリティスシートで汚れが付き
にくくラクラク落とせる。
3. ベリティスシートかつパネル
内部が充填されているから破
けない。

パナソニック panasonic.co.jp/phs/

Ｐａｎａｓｏｎｉｃ Ｋｉｔｃｈｉｎ
「エッセンシャルプラン」
1. ワイドコンロ（ガス・ＩＨ）
2. フロントオープン食洗機
（45c㎝、60㎝幅）
3. ラクするーシンク
（有機ガラス系素材）

リンナイ rinnai.jp

ガス衣類乾燥機 乾太くん
デラックスタイプ 軒下設置用
1. 戸建てや集合住宅のベランダ設置
に対応。
2. 防水性に配慮したフルフラットデザ
インの操作パネル。
3. ４人分６kg・１時間のスピード乾燥。
大容量９kgモデルもラインアップ。

リンナイ rinnai.jp

最上級モデルコンロ
ＤＥＬＩＣＩＡ 操作部シンプルタイプ
1. 操作パネルを温度や時間の表示部とス
イッチのみで構成し、直感的な操作性
を実現。
2. 人気のオート調理メニューである「リベ
イク機能」を追加。
3. レシピアプリ+R RECIPEと連携するこ
とで、800以上のオート調理が可能。
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ノーリツ noritz.co.jp

ガスビルトインコンロ「ＰＲＯＧＲＥ（プログレ）」

1. 使いやすさに美しさを兼ね備えたデザ
イン。
2. 業界No.1のエネルギー消費効率を誇る
「スマートエコバーナー」を搭載。
3. お好みのごはんが炊ける炊飯機能や料
理中の温度が見える「温度クック」機能な
ど、こだわりと手軽さで料理をサポート。

ノーリツ noritz.co.jp

自然冷媒ハイブリッド給湯機
ＨＰＨＢ Ｒ２９０シリーズ
1. 徹底的に環境に配慮し、地球温暖
化係数がＲ32の1/38,550の自然
冷媒Ｒ290を業界で唯一採用。

2. 精度の高い予測ときめ細かい制御
を実現した新スマート制御で、光熱
費を節約。

3. 設置する給湯器は、ライフスタイル
に合わせて自由に選択可能。

クリナップ cleanup.jp

ＳＴＥＤＩＡ

1.  プロが進める住宅設備『キッチ
ン部門』4年連続総合1位！
2.  天然木ワークトップ登場！『オー
ク』『ウォールナット』『オーク
グレー』の3色をご用意。
3.  業界初『かってにクリントラッ
プ』排水トラップに自動清掃機能
を搭載。

タカラスタンダード takara-standard.co.jp

システムバス「グランスパ」

1. 住空間に溶け込む、洗練された
デザインに進化。
2. ウルトラファインバブルシャ
ワーヘッドも新登場。タカラは
癒しへのこだわりに妥協なし！

3. 水栓、収納、手すり等に、人気の
ブラックアイテム誕生！

ＬＩＸＩＬ lixil.co.jp

リシェル

1. ノイズを削ぎ落とし、空間と調
和するデザイン。
2. ハイエンドな暮らしを彩る洗練
＆先進のアイテム。
3. セラミックトップの軽量・分割
化で搬入・施工をスムーズに。

マルヤス工業 maruyasu.co.jp

太陽熱温水システム Ｒｅ Ｔｅｒｒａ（リテラ）

1. 光熱費の節約。
2. 二酸化炭素の排出量
削減。

3. 災害時の生活用水の
確保。

ＫＶＫ kvk.co.jp

ＫＩＥＲＲＥ（キエラ）　ＲＥＵＮＡ（レウナ）

1. デザインサーモスタッド式
シャワー。
2. ＫＩＥＲＲＥ、シンプルながら
「ちょっと違う」。
3. ＲＥＵＮＡ、メッキとブラック
の美しいコンストラクト。

永大産業 eidai.com

直貼りフローリングコンカーボダイレクト

1. 300㎜幅ワイドサイズ、床暖房
対応直貼り遮音フローリング。

2. 新築マンション、リフォーム、リ
ノベーションに最適。
3. トレンド感のある異素材ミック
スコーディネートが可能。

ダイキン工業 daikin.co.jp

店舗、オフィスエアコン　ＦＩＶＥ ＳＴＡＲ ＺＥＡＳ

1. 電子膨張弁とファン制御を
組み合わせ業界トップクラ
スの省エネ性。
2. 大容量の８、10馬力を追加。
3. 業界初、オーナー専用サ
ポートサービス「省エネコン
シェルジュ」開始。

ダイキン工業 daikin.co.jp

ルームエアコン うるさらＸ

1. 冷暖房、加湿、除湿、空気清
浄が1台でできる史上最高
機能を搭載。

2. 圧倒的な省エネ性能、長時
間使うほど電気代を節約。

3. 過酷な環境下でもしっかり空
調「タフネス暖房・冷房」。
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三菱電機 mitsubishielectric.co.jp

ルームエアコン　ＦＺシリーズ

1. 遠隔で人の脈のゆらぎを計測し
最適運転するエモコテック機能
搭載。
2. ６年連続省エネNo.１、2027年度
省エネ基準もクリア。
3. 設置環境の負荷傾向を学習し、立
ち上げ時の運転効率を最適化。

日本キヤリア toshiba-carrier.co.jp

更新用ビル用マルチスーパーマルチ u

1. 既設の冷媒配管、配線の利用範囲
が拡大し低コスト時短施工が可能。
2. 冷媒封入作業を省略するオート
チャージ機能を搭載。
3. 霜付検知で連結室外機が時差で個
別除霜し、室温低下がほぼ無い。

積水化学工業 sekisui.co.jp

エスロハイパーＡＷ　高圧消火管・継手

1. 最高使用圧力1.6MPaで日本消
防設備安全センター認定取得。
2. 酸性、アルカリ性土壌でもＯＫ。
電食の心配もありません。
3. 軽量な為、取扱いやすく、施工
率がアップします。

テラル teral.net

直結給水増圧ポンプ　ＭＣ５Ｓ

1. ポンプ部と架台部がセパレート
構造になり、施工性が向上。
2. 狭小場所への搬入、メンテナン
ス性が向上。
3. 携帯メンテナンスツールを搭載、
点検報告書の出力が可能。

荏原製作所 ebara.co.jp

次世代型給水ユニット Ｆ3100ＮＥＯ

1. ダウンサイジング  ：
設置面積を約32％削減。

2. ライトウエイト  ：
質量約44kg削減。

3. 設置度自由度アップ ： 制御盤の向
きの変更、別置き、壁掛け可能。

鶴見製作所 tsurumipump.co.jp

水中ノンクロッグ型 スマッシュポンプＫＲＢＮ

1. 片水路構造のスリムデザインで狭
所への設置が容易、気中運転可能。

2. 独自形状のサクションカバーと羽根
車で革新的な異物通過性。
3. 異物を含む工場排水、河川からの取
水、排水、雨水排水に最適。

日立グローバルライフ
ソリューションズ corp.hitachi-gls.co.jp

R32 採用フレックスマルチ
冷暖切替型 TGシリーズ
1. 日立独自の技術により業界トップクラ
スの省エネ性を実現。
2. ＺＥＢモデルに対応する高ＣＯＰモデル。
3. 日立独自の室内機「凍結洗浄機能」を
搭載。

三菱電機 mitsubishielectric.co.jp

ビルマル用室外ユニット　グランマルチ

1. 鉛直アルミ扁平管熱交換器を搭
載、業界最高クラスの伝熱性能。
2. フロン排出抑制法に対応した冷媒
Ｒ32を採用。
3. 新デザインの筐体を採用し、設置
面積を削減。

ＳＦＡ sfa-japan.jp

排水圧送ポンプ　サニキュービック２

1. 粉砕圧送揚水ポンプ。
2. 大型の汚水、雑排水兼用で商業施
設の大型排水に最適。

3. ２台のポンプで自動交互運転、揚程
も10ｍとＳＦＡシリーズで最大。

積水化学工業 sekisui.co.jp

耐火プラＡＤ継手　「ＨＧ」「ＳＧ」

1. 遮音設計を一新。非常に高い遮
音性を実現します。
2. ＶＰ管との認定を取得。経済的な
配管が可能です。
3. 継手重量はＡＤスリムの約１／３。
簡単に持ち運びできます。
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アトムズ atoms-corp.co.jp

アトムズカップリング　ＶＣタイプ

1. ＶＰ管と排水鋳鉄管の接続が可能。
2. トルクレンチ１本だけで簡単施工。
3. 省スペースでの設置が可能。

キッツ kitz.co.jp

エスロハイパーＡＷ用ゲートバルブ

1. 積水化学工業製の配管システム
のＥＦ接合方式で省力化。

2. 施工が早いため、断水時間の
削減効果が期待。
3. 接続は「差し口」と
「ＥＦ受口」の２タイプ。

タブチ tabuchi.co.jp

Ａ－Ｆｉｔ

1. シンプルな構造で、ワン
タッチ接続の簡単施工。
2. 管外面シールにより通水
口径アップ。
3. 呼び径13のみの為、架橋
ポリエチレン管、ポリブデ
ン管が兼用。

ベンカン benkan.co.jp

冷媒ダブルプレス

1. ボディーは高耐久のステンレス
ＳＵＳ304を採用。
2. ダブルプレスの安心を継承、プ
レスするだけの簡単施工。
3. 継手とパイプの凹凸が少なく、
配管は一体感ある仕上がり。

因幡電機産業 inaba.co.jp

タイカ Ｘ

1. シリーズの全製品が、建築
基準法で要求されている
認定を取得。
2. 作業者に寄り添った省施工
製品を多数ラインナップ。
3. さまざまな種類の配管に
対応し、多様な現場の施工
条件をクリア。

シーケー金属 ckmetals.co.jp

ＴＬジョイント

1. 業界トップクラスの低トルクを実現、
従来より小型工具で施工可能。

2. 座金がガッチリとナットを固定、
一目でわかる緩み止め機能を採用。

3. オレンジラインがナットの締付に
より隠れ、施工完了を一目で確認。

アサダ asada.co.jp

クリアスコープ　TH2830

1. ＨＤ高画質。
2. 自動水平機能カラメヘッド。
3. 距離カウンター搭載。

アサダ asada.co.jp

ドレンクリーナ突破ガン

1. 超高速回転で頑固な詰まり
も粉砕。
2. 超軽量800ｇ（本体重量）ラ
クラク持運び。
3. 充電ドリルドライバ（別売）
が動力源!!

前澤化成工業 maezawa-k.co.jp

ＭＥＬＳシリーズ　マットブラック水栓柱

1. 空間をスタイリッシュに魅せ
るこだわりのマットブラック。
2. マットな質感から漂う重厚感
やクールな存在感。
3. マットブラック水栓、水栓２口
タイプをラインナップ。

ブリヂストン bridgestone-dpj.co.jp

エコキュート用配管部材　エコるーぷ

1. 常用95℃まで使用できる
高い耐熱性。
2. 柔軟性があり、管端加工も
不要、優れた更新性。

3. 10年の製品保証付き。
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